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厚生労働省医政局地域医療計画課長 

（ 公 印 省 略 ）     

 

 

病院の耐震改修の更なる促進について 

 

 

平成２９年１０月２４日医政地発１０２４第２号にて依頼した病院の耐震改

修の状況の調査につきましては、本日、別添のとおり結果を公表したところで

すが、病院全体の耐震化率は７２．９％であり、引き続き耐震改修の促進が必

要となっています。 

厚生労働省では医療施設の耐震整備に関する補助事業として、災害拠点病院

等の耐震整備や、耐震診断の結果「Ｉｓ値0.3 未満の建物」を有する病院の耐

震整備に対する支援制度を措置しているところですが、「建築物の耐震改修の

促進に関する法律（平成七年法律第百二十三号）」を踏まえ、建築指導担当部

局と連携し、更なる耐震改修の促進等を行っていただくようお願いいたします。 

なお、本通知の内容については、国土交通省住宅局建築指導課及び同局市街

地建築課と調整済みであることを申し添えます。 

 

 

（参考）活用可能な補助制度 

病院の耐震診断・耐震改修に活用できる補助制度としては次のものがある。 

厚生労働省 

・医療施設耐震化促進事業（医療施設運営費等補助金） 

・災害拠点病院施設整備事業（医療提供体制施設整備交付金） 

・地震防災対策医療施設耐震整備事業（同） 

・医療施設耐震整備事業（同） 

国土交通省 

・住宅・建築物安全ストック形成事業（防災・安全交付金等） 

・耐震対策緊急促進事業 

※ 概要については別添参照 



区     分 耐震診断 耐震改修 

政策医療を担う病院 

（救命救急センター、
病院群輪番制病院
など） 

厚
生
労
働
省 

【耐震診断】 

医療施設耐震化促進事業
（医療施設運営費補助金） 

 

【耐震改修】 

医療施設等耐震整備事業
（医療提供体制施設整備交
付金） 

○補助率 

 国１／３、県１／３ 

○基準額 

 １か所あたり５６０ 

 万円 

○補助率 

 国１／２ 

○基準額 

 ① 2,300㎡（基準面積）×40,300円 

 ② 2,300㎡（基準面積）×191,400円 

  ※①は政策医療を担う病院 

  ※②は政策医療を担うIs値0.4未満の病院 

   及びIs値0.3未満のその他の病院 

 

病院・診療所等 

（上記以外など）  

        

 

国
土
交
通
省
     

【耐震診断・耐震改修】 

住宅・建築物安全ストック形
成事業（社会資本整備総合
交付金又は防災・安全交付
金） 

○補助率      

・公共建築物  

 国１／３ 

・民間建築物※2 

 国１／３、地方１／３ 

 

○限度額 

 1,030～3,600円／㎡ 

○補助率  

・公共建築物    

 国１１．５％（避難所等の場合、国１／３）※1  

・民間建築物※2 

 国１１．５％、地方１１．５％ 

 （避難所等の場合、国１／３、地方１／３） 

○限度額 

 50,300円／㎡（免震化の場合等は82,300円／㎡）※３ 

 病院等の耐震化支援事業 平成30年度 ～厚生労働省・国土交通省           （別添） 

厚労省と国交省の上記補助制度の併用はできません。 

※1 耐震診断義務付け対象となる公共の大規模な病院等については、補助率を引上げ（改修 １１．５％→１／３（避難所等の場合１／３ →２／５ ） ） 
※2 民間建築物については、地方公共団体に補助制度が整備されている場合のみ、国が支援を実施 
※3 天井を併せて改修する場合：13,400円／㎡～70,000円／㎡加算 
    設備を併せて改修する場合：6,500円／㎡（天井改修と設備改修を併せて行う場合：5,200円／㎡）加算（防災拠点に限る）  

耐震対策緊急促進事業（平成30年度末までの時限措置） 
  改正耐震改修促進法により耐震診断義務付け対象となる民間の大規模な病院等（5,000㎡以上等）について 
・地方公共団体に補助制度が整備されていない場合、国単独で交付金と同率の補助 （改修 １１．５％ ） 
・地方公共団体に補助制度が整備されている場合、補助率を引上げ 
 （改修 １１．５％→１／３ （避難所等の場合１／３ →２／５ ））  

上記の厚生労働省と国土交通省の補助事業は、併用できません。 



病院等における耐震診断・耐震整備の補助事業 

（２） 医療提供体制施設整備交付金のメニュー項目（平成30年度予算 32.4億円の内数） 

１．基幹・地域 災害拠点病院施設整備事業（平成８年度～） 
 （事業概要） 
  ・都道府県知事の要請を受けた病院の開設者が行う災害拠点病院の耐震整備に対する補助を行う。 （公立除く） 
  （基準額）：２，３００㎡（基準面積）×４０，３００円 ＝ ９２，６９０千円 

                 ２，３００㎡（基準面積）×１９１，４００円 ＝ ４４０，２２０千円（耐震構造指標である「Ｉｓ値0.4未満の建物」を有する場合） 
  （調整率）：０．５（平成２０年度第１次補正予算により０．３３から０．５へ嵩上げ） 
  ※この他に備蓄倉庫、自家発電装置、受水槽、ヘリポート、研修部門（基幹災害拠点病院のみ）の整備に対する補助（調整率０．３３）を行う。 

２．地震防災対策医療施設耐震整備事業（平成１３年度～） 
 （事業概要） 
  ・地震防災対策特別措置法（H７法１１１）に基づき、都道府県が著しい地震災害が生ずるおそれがあると認められる地区において、 
   地震防災上緊急に整備すべき施設等（医療機関含む）の計画である「地震防災緊急事業５箇年計画」に基づいて耐震化を必要 
   とする医療機関が実施する耐震整備に対する補助を行う。 （公立除く） 
  ・土砂災害危険箇所に所在する医療機関が実施する耐震整備に対する補助を行う。 （公立除く） 
 （基準額）：２，３００㎡（基準面積）× ４０，３００円 ＝ ９２，６９０千円 

 （調整率）：０．５（平成２１年度予算において０．３３から０．５へ嵩上げ） 

３．医療施設等耐震整備事業（平成１８年度～） 
 （事業概要） 
  １．耐震化未実施の救命救急センター、病院群輪番制病院、小児救急医療拠点病院等の救急医療等を担っている病院等の災害 
    時における医療の提供に必要な医療機関の耐震整備に対する補助を行う。 （公立、公的を除く） 
  ２．耐震構造指標である、「Ｉｓ値0.3未満の建物」を有する病院の耐震整備に対する補助を行う。 （公立除く） 
 （基準額）：１．２，３００㎡（基準面積）× ４０，３００円 ＝ ９２，６９０千円 

                      ２，３００㎡（基準面積）× １９１，４００円 ＝ ４４０，２２０千円（耐震構造指標である「Ｉｓ値0.4未満の建物」を有する場合） 

          ２．２，３００㎡（基準面積）× １９１，４００円 ＝ ４４０，２２０千円 
 （調整率）：０．５（平成２１年度予算において０．３３から０．５へ嵩上げ） 

（１）医療施設運営費等補助金（医療施設耐震化促進事業 平成30年度予算 13,067千円） 

医療施設耐震化促進事業（平成１８年度～） 
 （事業概要） 
  医療施設の耐震化を促進するため、救命救急センター、病院群輪番制病院、小児救急医療拠点病院等の救急医療等を担っている 
 病院及びその他災害時における医療の提供に必要な医療機関の耐震診断に対する補助を行う。 （公立、公的を除く） 
 （基準額）：５，６００千円 
 （補助率）：１／３ （国１／３、都道府県１／３、事業主１／３） 



住宅・建築物安全ストック形成事業（防災・安全交付金等の基幹事業） 

住宅 建築物 

耐震診断 耐震診断 民間実施：国と地方で２／３ 

※ 地方公共団体は、住宅ごとに左欄の補強設計・耐震改修等への個別支援と右下欄のパッケージ
支援を選択して適用することが可能 

建物の種類 交付率 

・緊急輸送道路沿道 
・密集市街地、津波浸水区域
等の避難路沿道 

国と地方で
２／３ 

・その他 
国と地方で
２３％ 

耐震改修等、建替え又は除却 

 ■ 対象となる住宅 

  マンションを含む全ての住宅を対象 

 ■ 交付率 

 ■ その他 

 ・耐震改修の補助限度額（国＋地方）： 
 戸建て住宅：82.2万円/戸 
 マンション：補助対象単価(49,300円/㎡) 
               ×床面積×交付率 

 ・建替え、除却は改修工事費用相当額に対して 
    助成 

パッケージ支援(総合支援メニュー） 

補強設計等 民間実施：国と地方で２／３ 

 ■ 対象となる市区町村 

以下の取組を行うとともに、毎年度、取組状
況について検証・見直しを行う地方公共団体。 

 ① 戸別訪問等の方法による住宅所有者に対す
る直接的な耐震化促進取組 

 ② 耐震診断支援した住宅に対して耐震改修を促
す取組 

 ③ 改修事業者等の技術力向上を図る取組及び
住宅所有者から事業者等への接触が容易とな
る取組 

 ④ 耐震化の必要性に係る普及・啓発 

 ■ 対象となる住宅 

  マンションを除く住宅 

 ■ 交付対象 

   補強設計等費及び耐震改修工事費を 
    合算した額 

 ■ 交付額 

  国と地方で定額100万円 
  （ただし、耐震改修工事費の８割を限度） 

個別支援 

平成30年度予算における拡充事項 

建物の種類 交付率 

・緊急輸送道路沿道 
・密集市街地、津波浸水区域
等の避難路沿道 

国と地方で
２／３ 

・その他 
国と地方で
２３％ 

耐震改修等、建替え又は除却 

 ■ その他 

 ・耐震改修の補助限度額（国＋地方）： 
 建築物：補助対象単価(50,300円/㎡) 
           ×床面積×交付率 
   ※併せて天井・設備を改修する場合加算 
  （設備加算は防災拠点に限る） 

 ・建替え、除却は改修工事費用相当額に対して 
    助成 

補強設計等 民間実施：国と地方で２／３ 

 ■ 対象となる建築物 

 ・多数の者が利用する建築物（商業施設、 
  ホテル・旅館、旅館、オフィスビル等 
  （3階建て＆1,000㎡以上等）） 
 ・緊急輸送道路沿いの建築物、避難所等 

 ■ 交付率 

民間実施：国と地方で２／３ 

 住宅・建築物ストックの安全性の確保を図るため、建物所有者が実施する住宅・.建築物の耐震診断、耐震改修等について、地方公共団体と連携し、 
以下の枠組みのもと財政的支援を行う。 

※本事業は民間事業者への直接補助ではなく、地方公共団体を通じた間接補助（地方公共団体による補助制度の整備が必要） 



 耐震診断義務付け対象建築物への補助制度①（平成30年度当初予算） 

     国   
 

    ２／５ 

（２／５＝交付金１／３＋補助金１／１５） 

補 
助 
金 
 

   

 

国 
交付金 
１／３ 

地方 
 

１／３ 

事業者 
 

１／３ 

 

  現行の住宅・建築物安全ストック形成事業（交付金） 

※ 通常の交付金に加え、補助金を追加し、国費による実質補助
率を １／２に拡充する。 

 

   

 

事業者 
 

２／３ 

国 
補助金 
１／３ 

●改正耐震改修促進法により、耐震診断の義務付け対象 

 となる民間の不特定多数利用大規模建築物（ホテル・旅館、デ
パート等）等に適用する場合の原則形は、以下のとおり。  

※ 地方公共団体が国と同額の負担による１／２の支援を行えば、
全額公費負担とすることができる。 

補強設計への支援 

※ 地方公共団体が支援策を整備していない場合でも、国単独で
交付金の場合と同じ補助率１／３の補助を行う。 

 

（１／２＝交付金１／３＋補助金１／６） 

国 
交付金 

11.5
% 

地方 
11.5
％ 

事業者 
 

７７％ 

 

  現行の住宅・建築物安全ストック形成事業（交付金） 

耐震改修等への支援 

※ 都道府県が改正耐震改修促進法に基づき避難所等に位
置づければ（要安全確認計画記載建築物）、国費による実
質補助率を ２／５に拡充する。 

※ 地方公共団体が支援策を整備していない場合でも、国単独で
交付金の場合と同じ補助率１１．５％の補助を行う。 

 

※ 通常の交付金に加え、補助金を追加し、国費による実質補助
率を １／３に拡充する。 

事業者 
 

４/15～1/5 

地方 
 

１／３～２／５ 

 
 
 

事業者 
 

55.2％～1/3 

 

 

  国   
 
１／３ 

（１／３＝交付金１１．５％＋補助金２１．８％） 

補 
助 
金 
 

地方 
 

11.5％～1/3 

事業者 
 

８８．５％ 

国 
補助金 
11.5% 

     国 
 
    １／２ 

補 
助 
金 

地方 
 

1/3～1/2 

事業者 
 

1/6～0 
 

      

 
 
 

耐震対策緊急促進事業 （平成30年度末までの時限の補助金） 平成30年度当初予算：国費120億円 



 耐震診断義務付け対象建築物への補助制度②（平成30年度当初予算）    

 

国 
交付金 
１／３ 

地方 
 

１／３ 

事業者 
 

１／３ 

 

  現行の住宅・建築物安全ストック形成事業（交付金） 

※ 地方公共団体が交付金による補助制度を整備している場合
に限り、国としての追加支援策を講じる。 

※ 通常の交付金に加え、補助金を追加し、国費による実質補助
率を １／２に拡充する。 

 

   

 

※ 避難路沿道建築物については、補償規定により全額公費負
担とする。 

※ 避難所等の防災拠点については、地方公共団体が国と同額
の負担による支援を行えば、全額公費負担とすることができる。 

耐震診断、補強設計への支援 

 

  現行の住宅・建築物安全ストック形成事業（交付金） 

耐震改修等への支援 ※ 地方公共団体が交付金による補助制度を整備している場合
に限り、国としての追加支援策を講じる。 

※ 通常の交付金に加え、補助金を追加し、国費による実質補助
率を 2／5に拡充する。 

     国 
 
    １／２ 

（１／２＝交付金１／３＋補助金１／６） 

補 
助 
金 

国 
交付金 
１／３ 

地方 
 

１／３ 

事業者 
 

１／３ 

●改正耐震改修促進法により、耐震診断の義務付け対象となる民間の避難路沿道建築物、避難所等の防災拠点に適用す
る場合の原則形は、以下のとおり。  

     国   
 

    ２／５ 

（２／５＝交付金１／３＋補助金１／１５） 

補 
助 
金 
 

事業者 
 

４/15～1/5 

地方 
 

１／３～２／５ 

 
 
 

地方 
 

1/3～1/2 

      事業者 
 

1/6～0 
 

耐震対策緊急促進事業 （平成30年度末までの時限の補助金） 平成30年度当初予算：国費120億円 



（別添） 

                          

Press Release  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

報道関係者各位 

 

病院の耐震改修状況調査の結果 
～平成２９年の災害拠点病院等の耐震化率は８９．４％～ 

 

平成２９年における病院の耐震改修状況調査の結果を取りまとめましたので、公表い

たします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・調査対象：医療法第１条の５に規定する病院 

・調査時点：平成２９年９月１日 

・調査結果：「別紙」のとおり 

平成３０年４月１７日（火） 

照会先 

医政局地域医療計画課  

災害医療対策専門官 北久保 智也（2558） 

災害医療係長     深山 征志（2548） 

(代表番号) 03-(5253)-1111 

(直通番号) 03-(3595)-2194 

【平成２９年調査結果のポイント】 

○ 病院の耐震化率は、７２．９％（平成２８年調査では７１.５％） 

 

○ このうち、地震発生時の医療拠点となる災害拠点病院及び救命救急センターの 

耐震化率は、８９．４％（平成２８年調査では８７.６％） 

 

（参考） 

・ 国土強靱化アクションプラン２０１５（平成２７年６月１６日国土強靱化推進本部決定）におい

て、平成３０年度までに災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化率を８９.０％とする目標を定

めています。（平成３０年度には耐震化率９０．１ ％となる見込みです。） 

・ 調査結果は、平成２９年１０月に各都道府県に対して調査の依頼を行い、各都道府県からの報告 

に基づき、病院の耐震化の状況を取りまとめています。 

 



 

 

「別紙」 

（１）病院の耐震化の状況 

調査病院数 回答病院数 

全ての建物に耐震性のあ

る病院数 

（Ａ） 

一部の建物に耐震性があ

る病院数 

（Ｂ） 

全ての建物に耐震性がな

い病院数 

（Ｃ） 

建物の耐震性が不明であ

る病院数（耐震診断を実

施していない病院数） 

（Ｄ） 

（Ｂ）と（Ｃ）のうち、

Ｉｓ値０．３（注 1）未

満の建物を有する病院数 

（Ｂ）、（Ｃ）及び（Ｄ）

のうち、平成３０年度ま

でに全ての建物が耐震化

される予定の病院数 

８，４３４ ８，４１１ ６，１３０ ６７４ １４１ １，４６６ ２８８ ８３ 

（注１）Is 値０．３未満の建物は、震度６強程度の地震により倒壊又は崩壊する危険性が高いとされている。 

 

 

（２）災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化の状況 

調査病院数 回答病院数 

全ての建物に耐震性のあ

る病院数 

（Ａ） 

一部の建物に耐震性があ

る病院数 

（Ｂ） 

全ての建物に耐震性がな

い病院数 

（Ｃ） 

建物の耐震性が不明であ

る病院数（耐震診断を実

施していない病院数） 

（Ｄ） 

（Ｂ）と（Ｃ）のうち、

Ｉｓ値０．３未満の建物

を有する病院数 

（Ｂ）、（Ｃ）及び（Ｄ）

のうち、平成３０年度ま

でに全ての建物が耐震化

される予定の病院数 

７３４ ７３４ ６５６ ６６ ０ １２ ３０ ５ 

 

 

 



 

 

（３）都道府県別の病院の耐震化の状況                                                                                      「別紙」 

都道府県 調査病院数 回答病院数

全ての建物に耐震性

がある病院数

（Ａ）

一部の建物に耐震性

がある病院数

（Ｂ）

全ての建物に耐震性

がない病院数

（Ｃ）

建物の耐震性が不明である

病院数（耐震診断を実施し

ていない病院数）（Ｄ）

（Ｂ）と（Ｃ）のうち、Ｉ

ｓ値0.3未満の建物を有す

る病院数

（Ｂ）、（Ｃ）及び（Ｄ）

のうち、平成30年度までに

全ての建物が耐震化される

予定の病院数（Ｅ）

耐震化率((A)／

回答病院数)

平成30年度末の耐震化率

（見込）（（A）＋（E））

／回答病院数

1 北海道 561 561 408 25 4 124 11 1 72.7% 72.9%

2 青森県 95 95 72 5 0 18 3 0 75.8% 75.8%

3 岩手県 92 92 64 10 2 16 3 2 69.6% 71.7%

4 宮城県 140 140 124 5 1 10 1 1 88.6% 89.3%

5 秋田県 69 69 54 0 1 14 0 0 78.3% 78.3%

6 山形県 69 69 59 1 1 8 1 0 85.5% 85.5%

7 福島県 134 134 83 18 3 30 7 1 61.9% 62.7%

8 茨城県 177 177 134 7 1 35 1 0 75.7% 75.7%

9 栃木県 107 107 77 4 2 24 3 1 72.0% 72.9%

10 群馬県 130 130 109 2 2 17 2 0 83.8% 83.8%

11 埼玉県 344 344 261 24 5 54 10 4 75.9% 77.0%

12 千葉県 288 288 211 19 4 54 8 3 73.3% 74.3%

13 東京都 653 653 475 96 34 48 29 10 72.7% 74.3%

14 神奈川県 339 337 263 34 7 33 14 1 78.0% 78.3%

15 新潟県 129 129 97 5 2 25 5 0 75.2% 75.2%

16 富山県 106 106 89 6 0 11 2 0 84.0% 84.0%

17 石川県 94 94 70 4 2 18 2 4 74.5% 78.7%

18 福井県 68 68 55 4 0 9 1 0 80.9% 80.9%

19 山梨県 60 60 49 2 0 9 2 1 81.7% 83.3%

20 長野県 130 130 95 9 2 24 6 3 73.1% 75.4%

21 岐阜県 101 101 73 10 1 17 3 1 72.3% 73.3%

22 静岡県 181 181 157 15 0 9 5 1 86.7% 87.3%

23 愛知県 324 324 240 37 7 40 12 1 74.1% 74.4%

24 三重県 98 98 69 6 6 17 6 4 70.4% 74.5%

25 滋賀県 57 57 51 4 0 2 0 0 89.5% 89.5%

26 京都府 169 169 102 27 4 36 18 3 60.4% 62.1%

27 大阪府 523 502 324 52 12 114 23 6 64.5% 65.7%

28 兵庫県 350 350 249 28 4 69 12 6 71.1% 72.9%

29 奈良県 79 79 64 10 0 5 4 0 81.0% 81.0%

30 和歌山県 83 83 55 5 1 22 3 0 66.3% 66.3%

31 鳥取県 44 44 34 2 0 8 0 1 77.3% 79.5%

32 島根県 51 51 42 2 0 7 0 0 82.4% 82.4%

33 岡山県 163 163 114 16 3 30 9 2 69.9% 71.2%

34 広島県 243 243 169 21 4 49 12 1 69.5% 70.0%

35 山口県 146 146 97 14 2 33 9 2 66.4% 67.8%

36 徳島県 109 109 77 9 2 21 4 4 70.6% 74.3%

37 香川県 89 89 60 11 3 15 4 3 67.4% 70.8%

38 愛媛県 141 141 100 14 4 23 8 1 70.9% 71.6%

39 高知県 129 129 89 19 5 16 10 4 69.0% 72.1%

40 福岡県 462 462 306 34 3 119 13 6 66.2% 67.5%

41 佐賀県 106 106 78 2 0 26 0 0 73.6% 73.6%

42 長崎県 150 150 105 9 3 33 8 1 70.0% 70.7%

43 熊本県 213 213 141 20 1 51 6 2 66.2% 67.1%

44 大分県 157 157 129 5 1 22 3 0 82.2% 82.2%

45 宮崎県 140 140 107 2 0 31 0 0 76.4% 76.4%

46 鹿児島県 247 247 173 14 1 59 1 2 70.0% 70.9%

47 沖縄県 94 94 76 6 1 11 4 0 80.9% 80.9%

8434 8411 6130 674 141 1466 288 83 72.9% 73.9%合計  



 

 

（４）都道府県別の災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化の状況                                                        「別紙」 

都道府県 調査病院数 回答病院数

全ての建物に耐震性

がある病院数

（Ａ）

一部の建物に耐震性

がある病院数

（Ｂ）

全ての建物に耐震性

がない病院数

（Ｃ）

建物の耐震性が不明である

病院数（耐震診断を実施し

ていない病院数）（Ｄ）

（Ｂ）と（Ｃ）のうち、Ｉ

ｓ値0.3未満の建物を有す

る病院数

（Ｂ）、（Ｃ）及び（Ｄ）

のうち、平成30年度までに

全ての建物が耐震化される

予定の病院数（Ｅ）

耐震化率((A)／

回答病院数)

平成30年度末の耐震化率

（見込）（（A）＋（E））

／回答病院数

1 北海道 34 34 32 1 0 1 0 0 94.1% 94.1%

2 青森県 9 9 7 2 0 0 0 0 77.8% 77.8%

3 岩手県 11 11 10 1 0 0 0 0 90.9% 90.9%

4 宮城県 16 16 14 2 0 0 0 0 87.5% 87.5%

5 秋田県 13 13 13 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

6 山形県 7 7 7 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

7 福島県 8 8 4 4 0 0 0 0 50.0% 50.0%

8 茨城県 15 15 14 1 0 0 1 0 93.3% 93.3%

9 栃木県 11 11 8 1 0 2 1 1 72.7% 81.8%

10 群馬県 17 17 16 0 0 1 0 0 94.1% 94.1%

11 埼玉県 18 18 16 2 0 0 1 0 88.9% 88.9%

12 千葉県 24 24 21 3 0 0 2 1 87.5% 91.7%

13 東京都 81 81 76 5 0 0 2 0 93.8% 93.8%

14 神奈川県 38 38 34 4 0 0 2 0 89.5% 89.5%

15 新潟県 14 14 12 1 0 1 1 0 85.7% 85.7%

16 富山県 8 8 8 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

17 石川県 10 10 10 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

18 福井県 9 9 9 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

19 山梨県 9 9 8 0 0 1 0 0 88.9% 88.9%

20 長野県 11 11 11 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

21 岐阜県 12 12 11 0 0 1 0 0 91.7% 91.7%

22 静岡県 22 22 21 1 0 0 1 0 95.5% 95.5%

23 愛知県 35 35 31 3 0 1 1 0 88.6% 88.6%

24 三重県 13 13 12 1 0 0 1 0 92.3% 92.3%

25 滋賀県 10 10 10 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

26 京都府 14 14 12 2 0 0 0 0 85.7% 85.7%

27 大阪府 19 19 14 5 0 0 4 1 73.7% 78.9%

28 兵庫県 19 19 16 3 0 0 2 0 84.2% 84.2%

29 奈良県 7 7 4 3 0 0 1 0 57.1% 57.1%

30 和歌山県 10 10 10 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

31 鳥取県 4 4 3 0 0 1 0 0 75.0% 75.0%

32 島根県 10 10 8 1 0 1 0 0 80.0% 80.0%

33 岡山県 10 10 6 3 0 1 2 1 60.0% 70.0%

34 広島県 18 18 15 2 0 1 0 0 83.3% 83.3%

35 山口県 14 14 10 4 0 0 2 0 71.4% 71.4%

36 徳島県 11 11 11 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

37 香川県 9 9 9 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

38 愛媛県 8 8 7 1 0 0 1 0 87.5% 87.5%

39 高知県 12 12 12 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

40 福岡県 30 30 26 4 0 0 2 1 86.7% 90.0%

41 佐賀県 8 8 7 1 0 0 0 0 87.5% 87.5%

42 長崎県 13 13 13 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

43 熊本県 14 14 13 1 0 0 1 0 92.9% 92.9%

44 大分県 13 13 12 1 0 0 1 0 92.3% 92.3%

45 宮崎県 11 11 11 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

46 鹿児島県 14 14 13 1 0 0 0 0 92.9% 92.9%

47 沖縄県 11 11 9 2 0 0 1 0 81.8% 81.8%

734 734 656 66 0 12 30 5 89.4% 90.1%合計  



 
＜参考＞病院の耐震化状況の推移 

 

 病   院 回答病院数 

全ての建物に耐震

性のある病院数 

（耐震化率） 

一部の建物に耐震

性がある病院数 

全ての建物に耐震

性がない病院数 

建物の耐震性が不

明である病院数 

平成 17 年調査 
６，８４３ ２，４９４ ２，４８２ １，２０９ ５７５ 

（１００．０％） （３６．４％） （３６．３％） （１７．７％） （８．４％） 

平成 20 年調査 
８，１３０ ４，１３２ ２，６９４ １，０１０ ２９４ 

（１００．０％） （５０．８％） （３３．１％） （１２．４％） （３．６％） 

平成 21 年調査 
８，６１１ ４，８３７ ２，５９５ ９８ １，０８１ 

（１００．０％） （５６．２％） （３０．１％） （１．１％） （１２．６％） 

平成 22 年調査 
８，５４１ ４，８４６ ２，５４１ ２７９ ８７５ 

（１００．０％） （５６．７％） （２９．８％） （３．３％） （１０．２％） 

平成 24 年調査 
８，５３１ ５，２３５ ２，０１６ ２６８ １，０１２ 

（１００．０％） （６１．４％） （２３．６％） （３．１％） （１１．９％） 

平成 25 年調査 
８，５２４ ５，４７６ ７７１ １１８ ２，１５９ 

（１００．０％） （６４．２％） （９．１％） （１．４％） （２５．３％） 

平成 26 年調査 
８，４９３ ５，６８７ ７２９ １２２ １，９５５ 

（１００．０％） （６７．０％） （８．６％） （１．４％） （２３．０％） 

平成 27 年調査 
８，４７７ ５，８８０ ７１９ １３１ １，７４７ 

（１００．０％） （６９．４％） （８．５％） （１．５％） （２０．６％） 

平成 28 年調査 
８，４６４ ６，０５０ ７０４ １４１ １，５６９ 

（１００．０％） （７１．５％） （８．３％） （１．７％） （１８．５％） 

平成 29 年調査 ８，４１１ ６，１３０ ６７４ １４１ １，４６６ 

（今回調査） （１００．０％） （７２．９％） （８．０％） （１．７％） （１７．４％） 

      

【病院のうち、災

害拠点病院及び救

命救急センター】 

回答病院数 

全ての建物に耐震

性のある病院数 

（耐震化率） 

一部の建物に耐震

性がある病院数 

全ての建物に耐震

性がない病院数 

建物の耐震性が不

明である病院数 

平成 17 年調査 

５４５ 

（１００．０％） 

２３６ 

（４３．３％） 

２５７ ４５ ６ 

（４７．２％） （８．３％） （１．１％） 

平成 20 年調査 
５６５ ３３１ ２０９ ２２ ３ 

（１００．０％） （５８．６％） （３７．０％） （３．９％） （０．５％） 

平成 21 年調査 
５９８ ３７３ ２０５ ７ １３ 

（１００．０％） （６２．４％） （３４．３％） （１．２％） （２．１％） 

平成 22 年調査 
６３０ ４１７ ２０３ ７ ３ 

（１００．０％） （６６．２％） （３２．２％） （１．１％） （０．５％） 

平成 24 年調査 
６７１ ４９０ １６９ ３ ９ 

（１００．０％） （７３．０％） （２５．２％） （０．５％） （１．３％） 

平成 25 年調査 
６８３ ５３８ １０３ ３ ３９ 

（１００．０％） （７８．８％） （１５．１％） （０．４％） （５．７％） 



 

 

平成 26 年調査 
６９１ ５６８ ８９ ５ ２９ 

（１００．０％） （８２．２％） （１２．９％） （０．７％） （４．２％） 

平成 27 年調査 
７１２ ６０４ ８８ １ １９ 

（１００．０％） （８４．８％） （１２．４％） （０．１％） （２．７％） 

平成 28 年調査 
７２６ ６３６ ７６ ０ １４ 

（１００．０％） （８７．６％） （１０．５％） （０％） （１．９％） 

平成 29 年調査 ７３４ ６５６ ６６ ０ １２ 

（今回調査） （１００．０％） （８９．４％） （９．０％） （０％） （１．６％） 

（注１）平成 17 年調査は、四病院団体協議会・厚生労働科学研究班による調査 

（注２）耐震化率は全ての建物に耐震性のある病院数を回答病院数で除したもの。 

（注３）建築物の耐震改修の促進に関する法律が改正され、階数 3 かつ床面積 5,000 ㎡以上の病院は耐震診断を行うことが義務

化されたことを踏まえ、平成 25 年調査から、昭和 56 年以前（建築基準法改正前）に建築された建物で耐震診断をしてい

ない建物がある病院は、「耐震性が不明な病院」として整理している。


